[image: image4.jpg]


2006年１月２０日　　　　　関西総合調査業協会会報　　　　　　　　　　　　013号

	


関調協会報　　　　　　　　　　　　関西総合調査業協会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪市北区西天満1-10-16

tel06-6313-4567　fax06-6313-4566

理事会通信

第27回役員会（平成17年11月16日）の概要

（会長報告）
　全国調査業協同組合（東京）の研修会が11月9日に東京で開催され出席してきた。その席で講師の山本拓代議士（調査業に関するワーキングチーム座長）から次のような話がありました。
★来年早々に開催される通常国会の冒頭に『探偵業の業務の適正化に関する法律案』を提出する。

提出案は前国会提出案と殆ど変更はなく、若干の修正に留めたい。

原案に少し問題があったにしても先ず成立を第一優先にしたい。詳細は運用面で詰めれば良いと思う
との見解で、遅くても来年6月までには成立させたい旨の話があった。
　　

第1号議案　調査業法制定についての対応

　前国会で業法が廃案となったが、次期国会に再提出されるとの情報を受けて、業界団体として法案の提案者に最小限必要な事項を申し入れたいので、改めて原案の検討をして欲しい旨を要請した。
その結果、出席理事から、『消費者を欺瞞する広告及び営業行為を禁止する』規定を付加してもらいたい、とする意見があり、各理事はこれに同意した。

第2号議案　戸籍住民票問題について

　前回の理事会で決定した戸籍法の改正が及ぼす影響について、その危険性を喚起するため、関連先に各界の代表に戸籍・住民票を必要とする事例を送付する運動の前文（添え状）の文案が事務局から提出された。

理事会ではこれをタタキ台に内容を詰め、その事例送付先を検討した。また、送付はできるだけ早い時期にということで理事会は了承した。

第3号議案　教育研修会の開催について

関調協の事業計画として予定されている教育研修会の開催について理事会に諮った。

出席理事から『調査業法』の成立が予定される2～3月に開催し、新法の概要説明を軸にした説明会を30分くらい。さらに数名の先生をパネラーを招いたパネル・ディスカッション形式で開催する方法などの意見が出され、テーマとして個人情報保護法、戸籍法問題などとする方向で検討しては・・との意見があった。

第4号議案　入会申込みについて、

　㈱アイ・エム・エーの阿部一彦社長から、関調協に入会申込があり、会長が推薦人となり入会書類が理事会に提出された。

　理事会は全員の賛成によりこれを承認した。

第28回役員会　（平成17年12月14日）の概要
（会長報告）
　１２月9日に開催されたＮＰＯ全国調査業協会連合会の報告が以下の通りなされた。

· 戸籍法改正に反対する運動について、全国調査業協同組合などが関係方面に提出する上申書の趣旨に全調協として賛同する旨を決定。

· 全調協の事務局が新宿区西新宿に移転した。

　

第1号議案　会報の発行について

　会報の新年号を発刊するにあたり、原稿の執筆を全理事に要請し、出席各理事はこれを了承した。　

第2号議案　業界情勢について

　戸籍法改正に反対する運動を推進するに際し、今回京都の学習塾で起こった女子小学校生殺害事件の容疑者に暴行事件などの前歴があった例を引用し、戸籍法改正反対の運動について出席理事に意見を求めた。その結果おおむね下記のような意見が出された。

· 「調査しないことによる弊害」の事例として前記『事件』を採り上げる。

· 子供に一般社会への猜疑心を助長させると子供たちが他人との共感性を持てなくなる。

· 善良な市民が被害者となる虞について業界として警鐘を鳴らし、企業・一般社会に訴え続ける。

第3号議案　会員増強について

業界実態について現認調査を実施した結果報告が東田副会長からあり、この資料をもとに会員増強に努めることになった。

但し、表面的な数字と実態とが余りにもかけ離れており、当協会の会員数30名は必ずしも低い数字でないことが確認された。
第2９回役員会　（平成1８年1月1８日）の概要
（会長報告）

　１月１０日に参議院会館及び衆議院会館へ挨拶に出向き、当日午後に開催された全国調査業協同組合理事会の審議内容が報告された。また、3役が1月12日に大阪府及び府警に新年の挨拶に出向いたとの報告があった。
· 住民票及び戸籍法の一部改正案に対する上申書を再検討し、1月末までに関係先に送付することが決定され、再度、関調協で文案をまとめ提出して欲しいとの要請が組合からあった。
第１号議案　業界情勢について
　・探偵業法（仮称）については、国会審議に注力しながら静観することで一致した。
・全国調査業協同組合からの要請にもとづき、会長から提出された上申書原案の検討がなされた。
積極的な意見交換がなされ、大筋の文案がきまった。
第２号議案　組織拡大について

　　　東田副会長より提出された調査業者の実態調査をもとに、勧誘可能者を絞り、積極的に声がけをして行くことを決定。
事務局便り

　（新会員紹介）
　商号　　株式会社アイ・エム・エー　　代表取締役　阿部　一彦
　所在地　大阪市北区天神橋3丁目７－７玉屋ビル３Ｆ
電話　06-6357-1696　　ＦＡＸ　06-6356-0825
・探偵業法（仮称）に関する、ワーキングチーム座長、山本拓衆議院議員のホームページの一部を抜粋し掲載します。

自民党調査業に関するワーキングチーム
　調査業（探偵・興信所）の健全化問題については、昨年自民党内閣部会長を拝命していた時に部会にて取り上げ、部会長退任後も党の「調査業に関するワーキングチーム」の座長としてこの問題に取り組んで参りました。

　
警察庁を始め、国民生活センターや業界団体等、いろいろな方のご意見を伺い、問題点や法制化について検討して参りましたが、３月８日の「調査業に関するワーキングチーム」会合にて「調査業の業務の適正化及び契約者の保護等に関する法律案（仮称）」の素案を示し、議員立法にて今国会にて成立させる事を念頭に具体的な作業に入りました。

　調査業は現在業種として法的に規定がありませんので、誰もが自由に行うことができます。それ故にその実態を把握することやトラブルを未然に防ぐことが難しい業種であり、業界団体等も自浄努力をしておりますが、調査業従業者による犯罪数や国民生活センターへの苦情数も年々増えているのが現状です。

　トラブルの例としては料金や調査不履行等の契約関係や、押しかけ・つきまとい等の調査手段の問題、調査対象者や調査依頼者に対する脅迫等がありますが、いずれにせよ依頼者にとって、業者の善悪や料金・契約についての判断材料がなく、またトラブルになっても調査依頼をしたことを人に言えず泣き寝入りしやすい構造が犯罪や苦情を増加させている要因と分析できます。

　今回の法制化において、調査業を届出制にすることにより、健全な業者とそうでない業者をふるいにかけ、まずは実態を把握し、業務や契約についての定義や規制をかける事により、業務適正化と消費者の保護を図ります。

　今後はこの素案をたたき台に要綱案、原案を作り与党内あるいは野党も含めで検討頂き、なるべく早く国会に提出し、成立させたいと考えております。

その後の経過

平成１７年３月２５日　　自民党調査業に関するワーキングチーム、調査業務の適正化及調査業の業務の適正化及び契約者の保護等に関する法律案骨子案を審議、了承。

平成１７年４月２６日　　自民党内閣部会法案名を「探偵業の適正化に関する法律案」に変 更し、法案を審議、了承。その後自民党政調審議会、総務会にて了承（自民党党内手続き完了）

平成１７年６月１５日　与党担当者会議にて公明党の党内手続きに完了を確認　　　　　　　　　　　　　　　民主党への対応を協議

平成１７年７月　　　　民主党が党内手続きを行わず、委員長提案※が難しくなる　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※各党の了解を得て全会一致を前提に委員長名で法案を提出　　　　　　　　　　　　　　　与党案にて提出の手続きを行い８月に衆議院へ与党案として提出

平成１７年８月８日　　衆議院解散のため廃案

　　以上はホームページから抜粋したものです。

しかし前述の通り、全国調査業協同組合での研修会で、山本先生自らハッキリと「次期国会に再提出」する、との話があったことを付け加えさせて頂きます
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会長　松谷 廣信
新年明けましておめでとうございます。

会員の皆様には爽やかな新年を迎えられたこととお喜び申し上げます。

「早々に会報の原稿を・・」と理事の皆様に催促しながら自分は書けてなく、手抜きと罵倒されるのを承知で、自分のブログ（http://ks110.com/hm/）から抜粋し、添付する事にしました。

（1月13日のブログより）

早一月も半ば。今年は５日からのスタートであったが、挨拶回りと会議（東京）で社内の仕事は何一つ出来ず今日に至る。過ぎ去った日の早さに自分ながら驚く、ところが１分間が非常に長く感じる事もある。ボクシングの３分などは永遠と思えるほどである（５０の手習いで２年間程ジムに通った）。「時は金なり」とは言い古された言葉であるが、今更ながらに思い知らされる。時間を如何に使うかが、凡人とそうでない人との分かれ道かも。そこで、今年は「そうでない人」に一歩でも近づくために、時間の有効活用に大いに努めることにしよう。そういえば昔先輩に云われたことがある。「金は借りたら返せば良い。ところが時間は返せない、だから約束の時間はキッチリ守れ」と。今年は、１分遅れの松ちゃんを返上し、１分前の松ちゃんに衣替えしよう・・・。

新年早々の目出たい挨拶回りをしながら、ついついボヤキに近い言葉が飛び出す。「昨年はどうでしたか・・、今年はどんな感じですか・・」。お決まりの挨拶代わりの質問に、つい正面から答えてしまう。「個人情報保護法ってアレなんですか・・？。　自己チュウ保護法とか詐欺師保護法に改称したほうが良いのでは」などと。ただ、これは解釈の問題であって、決して法そのものがおかしいのではない。急激なコンピュータ社会の発達の中にあって、必然的に作られた法であり、個人情報の保護は避けて通ることの出来ない問題である。ところが、個人情報は全てプライバシーと解釈し、プライバシーには自己コントロール権があり、全ての個人情報には本人同意が必要などと解釈され、共同社会の一員であることなどはどこかに飛んでしまったかの如き個人主義の台頭に拍車をかけているようである。

（12月12日ブログより） 

堀本沙也乃ちゃん殺害事件に思う。採用調査と使用者責任。

またも幼児殺害という痛ましい事件が起こった。“世の中いったいどないなっとるんじゃ・・”、怒り心頭でまたまた血圧が上がる。

堀本沙也乃ちゃん殺害のニュースを聞くと同時に思った。「この塾はもうダメだ」と。師が師弟を殺す、しかも小学校６年生の子供を。 

塾講師の荻野容疑者は、過去窃盗未遂から暴力事件を起こし、大学から停学処分を受けていた過去があるという。しかし、会社（塾）は、停学中の荻野を講師として採用していたものである。

もし、これがアメリカであれば「ネグリジェント・ハイヤリング」と言われる考え方で、塾側の使用者責任が徹底的に問われ、多分数十億の損害賠償を請求される事になるでしょう。ネグリジェント・ハイヤリングとは、求職者の職歴調査を行っていなかった為に生じた使用者責任の問題です。所謂、入社前に、求人企業が求職者の経歴調査（採用調査）を正確に行っていたかどうか、その事が使用者責任の大きな分かれ道になるのです。今回の「沙也乃ちゃん殺害事件」でも、塾講師として相応しいかどうか、採用前調査をしたが、過去に暴力事件などの経歴はなく、性格的にも変質者的要素が全く判らなかった場合と、求職者の申告のみを信じ、何らの調査もせずに採用したケースとでは、使用者責任の度合いが全く違う、という考え方です。

従って、米国では入社前の採用調査は、採用マネージャが行わなければならない最低用件の一つになっているが、日本は「採用調査は差別につながるおそれがあるからしてはいけない」と、厚生労働省が必死になって行政指導をしている。いったいこの差は何だ・・・。そして、この事件である。

人権、プライバシー、個人情報保護の名のもとに、最大の人権が奪われたのである。国は勿論のこと、企業も、一方的な人権論者や人権団体のいう事のみに唯々諾々とするのではなく、使用者責任が今後より一層問われる時代になることを見据えて、真剣に論議を重ねてもらいたいものである。

こんな調子で、週1回はブログ（http://ks110.com/hm/）を書いています。ご興味のある方は目を通して頂ければ幸いです。
会員皆様も同様ではないかと思いますが、私にとって今最大の関心事は、戸籍・住民票問題です。昨年、調査業者が行政書士を通して戸籍・住民票を大量に入手していた事に端を発し、今国会で戸籍・住民票を原則非公開にとの改正案が上程される見込みになっております。この事は、個人情報、プライバシー、人権の流れからすると、「自然で尤もな改正案」と一般には思わるかも知れませんが、実は大変な問題なのです。業界の皆様はこの事は痛切に感じておられると思いますが、一般の人は、自分の戸籍や住民票が他人に見られる、となると何となく嫌な感じがする。そこで「本人の承諾なしには取れなくする」というのは結構な事だと。又、マスコミ嫌いの政治家も、結構な法改正ではないかと思うのではないか・・。ところが、一歩踏み込んで考えると、人の身分を公証する資料は戸籍・住民票以外にはない。その戸籍・住民票を公開原則から非公開原則に改められたら、嘘のつき放題である。何故ならば、氏名、生年月日、住所、親子関係、結婚の有無などは戸籍・住民票でしか確認ができない。これを非公開にすると云う事は、真に相手が誰であるのか確認する手段が奪われるという事です。従って、身分に関する事項で幾ら嘘を言ってもＯＫ。名前も歳も住所も嘘のつき放題。ましてや、結婚歴や親子関係などは・・、過去何回離婚していようが子供が何人いようが、初婚、独身で通る。入籍して始めて判ったのでは後の祭りでしかない。単身赴任者が独身を装って彼女を口説くなどは今でも日常茶飯事である。ところが、今はそれでも疑いを持てば、法的には現戸籍は、「何人でも理由を明らかにして請求する事ができる」となっており、確認手段はあるが、法改正が行われればその手段さえ奪われてしまう。ここでもプライバシー保護を理由に大きな人権が侵される結果を招く怖れが十二分にある。

こんな警笛を鳴らしつつ、今年は全国団体と協力しながら、業界活動を活発に実施して行く所存ですので、会員の皆様の力強いご協力をお願い申し上げます。

	


　　　　　　　　　　 　　　　副会長　東田 俊康
新年明けましておめでとう御座います。
年をとった性か、「最近特に月日のたつのが早く感じられて仕方がない・・」と言うと、悪友が「幸せだから早く感じるんだよ・・」、俺のように悩みが多い苦労人は、一日が長く感じて仕方がない。「遅々として進まない時計を見ながら真剣に生きているのだ・・」と日頃見たことのない真面目な顔付きで「おまえは気楽トンボやなぁ・・」という。
そういえば太平洋戦争終戦の日が「日本で一番長い日」と表現されていたのを思い出す。
私は若い頃から、気が短く自分勝手な性格で、自分の思うとおりにならないとイライラが嵩じて、真剣に悩み苦しむ傾向がある。卑近な例だが、彼女に電話を入れても不在で声が聞けないだけで、「俺が電話をしているのに何処に行ったんだ・・」と、こんな詰まらない事でもイライラしてしまうし、連絡を頼んであるのに連絡がすぐにこなければ腹立たしく、時計を見つめてはため息をつく始末。
一事が万事というか、短気で自分勝手な性格は、すべてにこうした心理状態となり、腹を立てながら、時には「俺は性格破綻者か・・」と、あらぬ方向にまで考えてしまうことがある。
性質・気質は、本質的には今も変わらず、短気でイラチな性格は若い頃と同じである。
社員や関係者の中には、タイミングが悪く、要領の悪い気配りのない行動や会話をする人が居るが、若い頃はイラツキを感じて避けて通ったが、最近は年と経験のお蔭か少しは歩調を合わすことが出来るようになった。
それでも未だに家内から「お父さん、また悪い癖が出ているよ・・、もう少し落ち着いて・・」と諭され、苦笑しながら「わかった、わかった・・」とそれを受け入れている。
昔はそんなことで諭そうものなら「うるさい、黙れ・・」と火に油を注ぐようなことになったが温厚になったというか少しは気が長くなったように思う。また、生来の慌て者で早とちりも多く、慌てて失敗した事例には事欠かない。
それだけ良く言えば、気が走っていると言えなくもないが「過ぎたるは及ばざるが如し」で反省している。
若い頃から自分の欠点は自分自身が一番知っていて、普段は出来るだけゆっくり・ゆったりを心掛け精一杯努力をしている。ところが、努力とは裏腹に、一旦エキサイトしてしまうと始末が悪い。血圧の上昇と共に口がフル回転し、鮮烈な言葉と歯に衣を被せぬ強烈なパワーで人に喋らさない悪い癖が出てしまう。高校時代の友人に口から生まれたと自称する「メガネの出前」と銘打って、訪問販売を職業としている友人がいるが、一旦エキサイトした私には「一目じゃなしに五目置くわ・・」と冗談半分に皮肉をいう。
話は変わるが、今年は待望（？）の探偵業法が議員立法によって制定される運びになっている。
立法の根本的な考え方は、悪徳調査業者による被害から依頼者の保護が目的であるという。届出制により業界の実態を把握し、悪徳業者による被害をなくすことを重点課題とし、消費者の保護が最大唯一の目標となっている。
ここで考えて欲しいことは、善良な業者の保護育成が欠落しているように思えてならない。世の中が必要とするニーズに応えるための環境作りを真剣に考えて、本当に役立つ調査業になっていくことが必要不可欠な問題であるとの認識を拡げたい。本当に依頼者のために役立つ調査機関を目指して、業界内部の自浄を行っていくことは勿論重要なことだが、調査業の存亡にも関わるような個人情報保護法の勝手な拡大解釈の是正、住民票・戸籍謄本の原則非公開など、正常な一般社会生活まで脅かすような事態は絶対に避けて通らなければならない。
善良な調査会社は依頼者に迷惑をかけず、良い調査内容で喜んでいただく事が生き甲斐と考え、裏方に徹し、決して表に出ることなく「縁の下の力持ち」の立場を続けてきた。
しかし、今年はこのままでは正常な調査活動まで出来なくなる最大の危機を迎えている。
今まで調査業者は正当な発言も控え、ただひたすら耐え忍んできた。
今後は調査業の有用性を訴えると共に、業界を取り巻く厳しい環境の改善のためには、団結により得られる大きな力と調査業者として当然の要求・正当な意見を声高らかに粘り強く訴えて行かなければならない年を迎えた、と感じております。
皆様方のご協力とご理解を求めてやみません。
	


 　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　専務理事　竜田 充子

新年明けましておめでとうございます。

とはいえ、ここ何年も心からおめでたいとはなかなか言い難いお正月が続いております。２００５年は「不況からの脱却」という昨年よりのトレンドがしばらくの間続くとは言われておりますが、私達中小企業にはその実感がなかなか出てきません。個人消費も少しづつ伸びてきているとのことですが、それが永く続くことを心から願うばかりです。

本年は調査業界にとっては重要な年、転換点となる年になりそうです。というのも、国会議員の有志が調査業法の制定を議員立法で上程する動きがあるとのこと。もちろん、その内容を厳密に吟味しなくてはなりませんが、仮に調査業法が制定されたならば、私達のこれまでのビジネスのやり方やシステムを劇的に変えていかざるを得ない状況になっていくのは必至です。

私達を取り巻く動きがこのように大きく変わっていく中にあっても、業界内に巣食う一部の悪徳業者や詐欺師連中は消費者を愚弄し、調査業全体の品位と存在意義を貶めています。本年はこうした業者と呼べない輩達の業界からの排除に努力しながら、真面目に業務に取り組んでいる者達が一致団結して業界全体の発展のために尽力していかなくてはならないと感じています。調査業法制定の動きがある今だからこそ、業者それぞれが大同団結して、業界全体の一本化が最重要課題であると考えます。

調査業界の転換点たる本年こそ、会員の皆様の関西総合調査業協会へのご尽力を心から願うものです。本年もよろしくお願い申し上げます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　　　常務理事　大久保 勲

　新年明けましておめでとうございます。

　昨年後半期より景気回復の兆しが顕著に見え始め、年末の大納会では、６年ぶりに平均株価が１万６０００円を越えるに至った。
確かに、東証一部上場の大企業には収益増の傾向が多く見られるが、全国的に中小企業は今だ途上若しくは、低迷状況下にある企業が多々ある。

　益々中央（東京）と地方との格差は拡大しつつある状況下である。地域的には南関東（主に東京）、東海（名古屋周辺）は上昇が著しく安定化の方向にあるが、関西、東北、九州等は途上期であって、北海道は依然不況下に置かれて最低の状態である。

　関西地域の中核である我が大阪はかっての商都・大阪の面影はなく、衰退一途を辿っている。これは産業構造の変革による空洞化、それに伴う人口の減少等諸々の要素が因果関係にある。国際化の伸長が更に進み、東京への一極集中化の傾向が増大すれば、地方の地域経済が崩壊し、一国の存亡に係わる重大危機におちいる。

　要は西日本の拠点である大阪の再生が重要なポイントである。歴史の流れからして、近世、近代、現在の中で少なくとも、戦後間もなく闇市が立ち並ぶ焼野原の中から、商魂逞しく再生し奇跡の復興をなし遂げた智恵と活力を持ってなし得た偉業である。

　特に大阪は製造業、商業サービス業部門の分野では先覚者である事を再認識し、再生に努める。少なくとも３６年前に開催されたエキスポ７０（昭和４５年）の大阪博覧会での活力を取り戻してほしい。

　それが全国に波及効果し、各地拠点地域に好影響を及ぼすだろう。また国の懸案の一つである少子化対策にも良い方向に繋げると思う。これが新春での初夢であるが是非とも実現してほしいと思う。

　最後に業界の健全化の推進と開調協の発展と会員各位の皆様のご健勝を祈願致します。

	


理事　脇山 良之
　明けましておめでとうございます。

　平成の不況が延々と続きましたが、ここにきて僅かに景気回復の兆しが見えてきた感じ

がします。しかし、我われの営む調査業界自体は未だ不透明感がつきまとい、真の夜明け

はまだまだ遠い先のように思われます。即ち、一部の悪徳業者が引き続き横行し、業界全体の信用を失墜させています。

　いまから19年前の昭和62年の正月明けに、警察庁が悪徳業者を締め出すため、探偵社、興信所に法の網をかぶせようとして検討した時期がありました。

　当時は個人情報の保護はもとより、興信所や探偵社には何一つ規制はなく、悪質業者が多々横行し、健全に企業運営を営む我われまでが大変な迷惑を被り、なんとか1日も早く悪徳業者を追放すべく有識者、団体・企業が立ち上がりましたが、法律をもって規制するまでには至りませんでした。

関調協では、悪徳業者を排除するため、業務適正化運動を地道に行なってきましたがテレビ、新聞で報道される調査業は、いかがわしい業者として登場し、業界にとってイメ

ージダウンが先行する悪例が後を絶ちません。

しかし、ここにきて今春の通常国会で調査業法が議員立法によって法制化される見通しになり、我われの念願が漸く叶えられそうになりました。

　この法律案は消費者保護が目的で成立を急いでおり、早期に成立すれば年内にも施行される予定です。その内容によれば違反者には罰金や営業停止などの行政処分があります。ここで重要になるのが業界団体の役割です。監督官庁の指導は、直接個々の問題業者に対

して行なわれる以前に、業界団体自体の自己責任を問うのが通例です。

　関調協としてはいままで以上に責任が生じてくることを充分に認識する必要がありますが、業者の営業届出に際して『所属団体名』を明記させる条件づけが必須要件です。そうなれば所属団体の責任の明確化と、正体不明のアウトサイダーの開業を排除することが可

能となり、ぜひ実現させたいと思います。

	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　理事　樋渡 晃

新年明けましておめでとうございます。
生来、堅苦しい挨拶が苦手なもので、思い付く侭に述べさせて戴きます。年末年始、会員の皆様は如何お過ごしだったでしょうか・・？。私の場合は、年末に妻が風邪を引きまして、年越しとともに私に感染し、大変な正月を迎えました。
しかし、「出不精」を自認する私にとりましては「勿怪の幸い」、休みになると常にどこそこ行きたいと、お抱え運転手代わりに使おうとする妻を押さえ、額にヒエピタを張り、丹前を着込み、体を温めるという口実で、酒を引き寄せながらの読書三昧、見方を変えれば非常に良い正月でした。
仕事に役立つようなビジネス本をと書店に向かいましたが、手に取る本は面白そうな時代小説、ビジネス本に背を向けるのは、思考力の減退、勤労意欲の衰退なのかも知れません。
さて、書店で購入したのは、司馬遼太郎の「歳月」、佐賀藩士江藤新平の人生を綴った小説です。
司馬遼太郎の小説は凡そ読破しており繰り返し読む事もあり、堪能しておりますが、この「歳月」だけは、私にとって最後まで読む気の起こらなかった小説でした。私の出生地も佐賀県で親近感も覚えておりましたが、薩長土肥と云われながら、殆ど何もしなかった「肥」の立場を盛り返すべく行った努力は認められますが、大久保利通との仇敵関係から野に下り、佐賀の乱の首領に担ぎ上げられ、その最期は「除族の上、梟首」という
侮辱的でもある武士としては最悪なものでした。今まで読んだ本とはずいぶん異なる「難しさ」を覚え読了しましたが、非常に後味の悪さだけが残った本でした。
思い付く侭に書き連ねましたが、お許しを。
本年が皆様にとって良い年であります様、心からお祈り申し上げます。
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倫理綱領


一、会員は、調査業の社会的使命を自覚し、誠実な職務遂行によって社会に貢献すること。





二、会員は、全ての業務において法を順守し、社会常識を逸脱するような行為をしないこと。





三、会員は、契約を信義に基づく誓約とみなし、矜持をもって調査に当たること。





四、会員は、人格を磨き、能力を高め、顧客満足の実を挙げるよう努めること。





五、会員は、人びとの名誉、権利を尊重し、部落差別調査の廃絶に努めること。





六、会員は、業務上知り得た情報並びに機密の秘匿、保持に努めること。





七、会員は、相互に協調し、連帯感有る活動を通じて業界の発展に努めること。
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